中華人民共和国工会法日文版
(1992 年 4 月 3 日第 7 回全国人民代表大会第 5 次会議可決 

2001 年 10 月 27 日第 9 回全国人民代表大会常務委員会第 24 次会議《〈中華人民共和国工会法〉改定に関する決定》による修正 ) 
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第七章 付 則 

第一章 総 則 

第一条 

工会の国家政治、経済及び社会生活における地位を保障し，工会の権利並びに義務を定め，社会主義的近代化建設事業において工会の役割を発揮させるため，憲法に基づき本法を制定する。 

第二条 

工会は労働者が自主的に結成する、労働者のための大薪 M 織である。 中華全国総工会及び各工会組織は労働者の利益を代表し，法に則り労働者の合法的権益を保護する。 

第三条 

中国国内の企業、事業者、機関において給与所得を主な生活源とする肉体及び頭脳労働者は，国籍 ・ 人種 ・ 性別 ・ 職業 ・ 宗教的信仰 ・ 教育レベルを問わず，法に則り等しく工会に参加またはこれを組織する権利を有する。如何なる組織及び個人も妨害や制限をしてはならない。 

第四条 

工会は憲法を遵守 ・ 護持し，憲法を基本的活動原則とし，経済建設を中心に据え，社会主義の道 ・ 人民による民主専制 ・ 中国共産党の指導及びマルクスレーニン主義 ・ 毛沢東思想 ・ 鄧小平理論並びに改革開放を堅持し，工会規則に基づき自主的に活動を展開するものとする。 

工会会員全国代表大会が《中国工会章程》を制定或いは改定するに際し，憲法や法律に抵触してはならない。国家は工会の合法的権益が侵犯されない様これを保護する。 

第五条 

工会が労働者を組織 ・ 教育するに際しては，憲法及び法律の規定に基づき民主的権利を行使し，国家の主役としての役割を発揮し，様々なルートや形を通じて，国家の事務 ・ 経済及び文化事業並びに社会的事務を管理；人民政府の事業推進をサポートし，労働者階級がリードし、工業 ・ 農業連盟を基礎とする人民による民主的専制の社会主義政権を護持しなければならない。 

第六条 

労働者の合法的権益を護持することは工会の基本職責である。工会は全国の人民の総体的利益を護持するとともに，労働者の合法的権益を代表 ・ 護持しなければならない。 

工会は平等な協議及び集団契約制度により，労使関係を調整し，企業労働者の労働権益を護持する。 工会は法律の規定に基づき労働者代表大会またはその他の形により，労働者を組織して当該企業の民主的決議 ・ 管理及び監督を行う。 

工会は必ず労働者と密に連絡を取り，その意見や要求を聞き取って雇用者側に伝達し，労働者の生活に留意し，労働者の抱える問題の解決を助け，招恼意労働者のために務めを果たさなければならない。 

第七条 

工会は労働者を動員 ・ 組織して積極的に経済建設に参加し，生産任務及び職務の遂行に努めなければならない。労働者の思想道徳 ・ 技術力及び科学的文化的素養が絶えず向上するよう教育し，理想 ・ 道徳 ・ 文化 ・ 規律ある労働者集団を作り上げる。 

第八条 

中華全国総工会は独立 ・ 平等 ・ 相互尊重 ・ 内部事務への相互不干渉の原則に基づき，各国の工会組織との友好合作関係を強化するものとする。 

第二章 工会組織 

第九条 

各クラスの工会組織は民主集中制に基づき設立される。 

各クラスの工会委員会は会員大会または会員代表大会の民主的選挙により生ま 

れる。企業の主な責任者は，近親者を当該企業の中核工会委員会のメンバーの人 

選に加えてはならない。 

各クラスの工会委員会は同等クラスの会員大会または会員代表大会への業務責 

任と報告義務を負っており，その監督を受容する。 工会会員大会または会員代表大会には，選ばれた代表者や工会委員会の構成メ 

ンバーを更迭 ・ 罷免する権利がある。 上級工会組織は下級工会組織を指導する。 

第十条 

25 名以上の会員を有する企業、事業者、機関は，必ず中核工会委員会を設立しなければならない； 25 名未満の場合は，単独で中核工会委員会を設立する、２つ以上の事業単位の会員と合同で中核工会委員会を設立する、或いは組織者 1 名を選んで会員を組織し活動を展開する、のいずれでも構わない。女性労働者が多い場合は，工会女職工委員会を設立し，同等クラスの工会の指導のもと活動を展開してもよい。 

企業労働者が多い町村（郷鎮）や地区（城市街道）は，中核工会の連合会を設 

立してもよい。郡（縣）クラス以上の地方は地方毎の各クラス総工会を設立する。 同一業種または複数の類似業種は，必要に応じ全国または地方毎の産業工会を 

設立することができる。 全国的には，中華全国総工会で統一する。 

第十一条 

中核工会 ・ 地方の各クラス総工会 ・ 全国または地方の産業工会組織の設立は，必ず 1 クラス上の工会の批准を得なければならない。 上級工会は人員を派遣し企業の従業員が工会を組織設立するのを援助 ・ 指導することができ，いかなる事業者や個人も妨げてはならない。 

第十二条 

如何なる組織及び個人も，濫りに工会組織を解散 ・ 合併してはならない。 中核工会の所在企業が事業を停止したり所在事業者 ・ 機関が廃止されたりした場合には，当該工会組織もそれに伴い廃止されるものとし， 1 クラス上の工会に届けなければならない。 

前項の規定により廃止された工会の会員は，会籍を留保することができるが，具体的な管理方法は中華全国総工会が制定する。 

第十三条 

従業員数 200 名以上の企業 ・ 事業者の工会は，専従工会主席を設けてもよい。工会専従者の人数は，工会と企業 ・ 事業者が協議し決定する。 

第十四条 

中華全国総工会 ・ 地方総工会 ・ 産業工会は社会団体法人資格を有する。 中核工会組織で民法通則に定める法人条件を備えるものは，法に基づき社会団体法人資格を取得するものとする。 

第十五条 

中核工会委員会の任期は 1 期 3 年もしくは 5 年とする。各クラスの地方総工会委員会及び産業工会委員会の任期は 1 期 5 年とする。 

第十六条 

中核工会委員会は定期的に会員大会または会員代表大会を開き，工会業務の重要事項を討議 ・ 決定する。中核工会委員会または 3 分の 1 以上の工会会員の提議があれば，臨時の会員大会または会員代表大会を開くことができる。 

第十七条 

工会の主席 ・ 副主席の任期中は，濫りにこれを異動してはならない。業務上異動が必要な場合は，当該クラスの工会委員会及び 1 つ上級の工会の同意を得なければならない。 

工会主席 ・ 副主席の罷免には，必ず会員大会または会員代表大会の議決が必要であり，会員大会または会員代表大会の全代表の過半数の同意を得なかった場合は，罷免することができない。 

第十八条 

中核工会の専従主席 ・ 副主席及び委員は，就任の日よりその労働契約期限が自動的に延長されるもの年，延長期間はその就任期間に等しい；非専従主席 ・ 副主席及び委員は，その就任の日より計算して履行されていない労働契約期限が任期より短い場合は，労働契約期限が任期満了まで自動的に延長される。但し，就任期間中重大な個人的過失があった場合や法に定める定年退職年齢に達した場合は除く。 

第三章 工会の権利と義務 

第十九条 

企業、事業者が労働者代表大会の制度及びその他民主的管理制度に違反した場合，工会は是正を求め，労働者が法に則り民主的管理を行使する権利を保障する権利を有する。 

法律、法規の規定により労働者大会または労働者代表大会に提出し審議、可決、決定されるべき事柄は，企業、事業者が法に則り処理しなければならない。 

第二十条 

工会は労働者が企業や企業化管理を実行する事業者と労働契約を締結するの 

をサポート、指導しなければならない。 

工会は労働者を代表して企業や企業化管理を実行する事業者と対等に協議， 

集団契約を締結する。集団契約案は労働者代表大会に提出または全従業員が討 

議、可決しなければならない。 

工会の集団契約締結は，上級工会はこれを支持、支援しなければならない。 

企業が集団契約に違反し，従業員の労働権益を侵犯した場合，工会は法に則り企業責任を要求することができる；集団契約の履行において争議が発生し，協議によっても解決できない場合，工会は労働争議仲裁機構に仲裁を申請することができ，仲裁機構が受理しないか仲裁の裁定に不服の場合は，人民法院に提訴することができる。 

第二十一条

企業、事業者が従業員を処分し，工会がこれを不当とみなした場合，異議を申し立てることができる。 

企業が一方的に従業員の労働契約を解除する場合は，事前にその理由を工会に通知しなければならず，企業が法律、法規及び関連契約に違反していると工会が判断し，再検討の上処理するよう要求した場合には，企業は工会の意見を検討し，その結果を書面で工会に通知しなければならない。 

企業が自分の労働権益を侵犯していると労働者が判断し，労働争議仲裁申請をするか人民法院に提訴した場合，工会は支持、支援しなければならない。 

第二十二条 

企業、事業者が労働に関する法律、法規の規定に違反し，下記の対従業員労働権益侵犯に該当する場合，工会は労働者を代表して企業や事業者と交渉し，企業、事業者に対し是正措置を講じるよう要求しなければならない；企業、事業者は検討、処理の上，工会に回答しなければならない；企業、事業者が是正を拒否した場合，工会は現地の人民政府に法に則り処理するよう依頼できる： 

（一）賃金ピンはね； （二）安全かつ衛生的な労働条件の不提供； （三）労働時間の不当延長； （四）女性労働者や未成年労働者の特殊権益侵犯； （五）その他従業員の労働権益に対する重大な侵犯。 

第二十三条 

工会は企業の新設、増築及び技術改造工事において，国家規定に照らし主工事に平行して労働条件及び安全衛生施設の設計、施工及び生産投入、使用、監督を行うことができる。工会が提出した意見について，企業または主管部門は真剣に対処し，かつ処理結果を書面で工会に通知しなければならない。 

第二十四条 

企業が規則に違反し従業員に危険を冒して作業するよう指示、強制していることや，生産過程における重大な事故危険や有害作業が明らかに存在することを発見した場合，工会は解決のための提案をする権利を有し，企業はただちに検討、回答しなければならない；労働者の生命の安全に危害が及ぶような状況を発見した場合は，工会は労働者を組織し危険な現場を離れるよう企業に提案する権利を有し，企業はただちに処理の決定を下さなければならない。 

第二十五条 

工会は企業、事業者による労働者の合法的権益侵犯問題を調査する権利を有し，関係部門はこれに協力しなければならない。 

第二十六 

条労働者の公的負傷、死亡事故やその他健康に対する重大な危害を及ぼす問題の調査、処理には，必ず工会が参加しなければならない。工会は必ず関係部門に処理についての意見を提出するものとし，また直接責任を負うべき責任者の責任を追及する権利を有する。工会が提出した意見は，ただちに検討、回答されなければならない。 

第二十七条 

企業、事業者が操業停止や怠業事件を起こした場合，工会は労働者を代表し企業、事業者または関係部門と協議し，労働者の意見や要求を反映して解決のための意見を提出しなければならない。労働者の正当な要求に対しては，企業、事業者はこれを解決しなければならない。工会は企業、事業者が生産や業務の秩序回復を図るのに協力しなければならない。 

第二十八条 

工会は企業の労働争議調停に参加する。 地方の労働争議仲裁組織には，必ず同クラスの工会代表が参加しなければならない。 

第二十九条 

縣クラス以上の各総工会は，所管の工会及び労働者に対し法律サービスを提供することができる。 

第三十条 

工会は企業、事業者、機関が労働者に対し集団福利事業や給与、労働安全及び社会保険業務を行うのに協力しなければならない。 

第三十一条 

工会は企業、事業者と共に，労働者が国家の主人に相応しい態度で労働に取り組み，国家及び企業の財産を大切にするよう教育し，また労働者が大械暮侠砘  岚浮 ⒓ 夹 g 革新活動を展開するよう働きかけ，勤務時間外における趣味や技術の勉強会を実施し，労働者のレクリエーション、スポーツなどの活動に取り組むよう推進しなければならない。 

第三十二条 

工会は，政府の委託に基づき，関係部門と共に模範的労働者及び先進的生産（作業）者の選考、表彰、養成及び管理を行う。 

第三十三条 

国家機関が労働者の利益に直接係る法律、法規、規定を起草、修正する際には，必ず工会の意見をヒアリングしなければならない。 

縣クラス以上の各人民政府が国民経済及び社会の発展計画を制定するに当 

たり，労働者本人の利益に係る重大な問題については，必ず同クラスの工会 

の意見をヒアリングしなければならない。 

縣クラス以上の各人民政府及びその関係部門が労働 ・ 就職 ・ 給与 ・ 労働安全衛生 ・ 社会保険など労働者本人の利益に係る政策、措置を制定するに当たっては，必ず同クラスの工会の参加検討を求め，その意見をヒアリングしなければならない。 

第三十四条 

縣クラス以上の各人民政府は会議の招集その他適切な方法により，同クラスの工会に対し政府の重要な業務担当部署及び工会の業務に係る行政措置を通告し，工会が上げた労働者や大肖我庖姟 ⒁ 螭驐视懁方鉀 Q しなければならない。 

各クラスの人民政府労働行政部門は同クラスの工会や企業側代表と共に，労働関係三者の協議体制を作り，労働関係に関する重要な問題を共に検討し解決を図らなければならない。 

第四章 工会の基本組織 

第三十五条 

国有企業の労働者代表大会は，企業が民主的管理を実施するための基本形であり，労働者が民主的管理権を行使するための機構であって，法律の規定により職権を行使する。 

国有企業の工会委員会は労働者代表大会の実務執行機構であり，労働者代表大会の日常業務、検査、労働者代表大会決議の執行督促の責任を負う。 

第三十六条 

集団企業の工会委員会は，労働者の民主的管理及び民主的監督への参加を指示 ・ 組織し，労働者による管理者の選挙 ・ 罷免及び経営管理上の重要問題を決定する権利を護持する。 

第三十七条 

本法第三十五条、第三十六条に規定する以外のその他企業、事業者の工会委員会は，法律の規定に則り労働者を組織し，企業、事業者に適する形で企業、事業者の民主的管理に参画させるようにする。 

第三十八条 

企業、事業者が経営の管理及び発展に関する重要な問題を検討するに際しては必ず工会の意見をヒアリングしなければならない；給与、福利、労働安全衛生、社会保険など労働者本人の利益に係る事柄を討議する会議には，必ず工会代表が参加しなければならない。 

企業、事業者は工会が法に則り業務を遂行するのを支持しなければならず，工会は企業、事業者が法に則り経営管理権を行使するのを支持しなければならない。 

第三十九条 

会社の董事会、監事会に労働者代表が誕生する場合には，会社法関連規定に照らして執行するものとする。 

第四十条 

中核工会委員会が会議を招集または労働者の活動を組織する場合には，生産や勤務の時間外に行うものとし，生産や勤務の時間を使わざるを得ない場合には，必ず事前に企業、事業者の同意を得なくてはならない。 

中核工会の非専従委員が生産や勤務の時間を割いて会議に参加したり工会の業務に従事したりする場合は，１月に３勤務日を超えない場合に限り，給与は保障され，その他の待遇も影響を受けないものとする。 

第四十一条 

企業、事業者、機関の工会委員会専従者の給与、賞与、手当は，所属勤務先から支給される。社会保険及びその他の福利待遇なども，同じ勤務先の労働者と同等の待遇を教授できるものとする。 

第五章 工会の経費と財産 

第四十二条 

工会経費の出所： 

（一）工会会員が納める会費； 

（二）工会組織を設立した企業、事業者、機関が工会に対し毎月支給する全従業員の給与総額の２％分の経費； 

（三）工会が属する企業、事業者が上納する所得； 

（四）人民政府の補助； 

（五）その他の収入。 上記第２項に定める企業、事業者、機関が支給する経費は税引前支出と認める。 工会経費は主として労働者に対するサービス及び工会の活動に充てられる。経費の具体的使用方法については，中華全国総工会が制定する。 

第四十三条 

企業、事業者は，正当な理由なく工会経費を延納または不払いしてはならず，中核工会または上級工会は現地の人民法院に支払命令を出すよう申請することができる；支払命令を拒否して履行しない場合，工会は法により人民法院に対し強制執行を申請することができる。 

第四十四条 

工会は独立採算の原則に基づき経費の予算、決算及び審査監督制度を作らなければならない。 各クラスの工会は経費審査委員会を設立する。 各クラスの工会の経費収支状況は，必ず同クラスの工会の経費審査委員会の審査を受け，かつ定期的に会員大会または会員代表大会で報告され、監督を受けなければならない。工会会員大会または会員代表大会は経費の使用状況について意見を提出する権利を有する。 

工会の使用経費は，法に則り国家の監督を受けなければならない。 

第四十五条 

各クラスの人民政府及び企業、事業者、機関は，工会の業務遂行及び活動展開のために必要な施設と活動場所など物的条件を提供しなければならない。 

第四十六条 

工会の財産、経費及び国から工会に供用された不動産はいかなる組織や個人による侵入占有、移動や恣意的転用も許されない。 

第四十七条 

工会が属する勤務先である企業、事業者は，その隷属関係を濫りに変えることはできない。 

第四十八条 

縣クラス以上の各工会の離職休養、定年退職者の待遇は，国家機関勤務者と同等の待遇とする。 

第六章 法的責任 

第四十九条 

工会は本法の規定に違反しその合法的権益を侵犯した者に対し，人民政府または関連部門に処理を依頼したり，人民法院に提訴したりする事が出来る。 

第五十条 

本法第三条、第十一条の規定に違反し，労働者が法に基づき工会に参加、組織する事や，上級工会が労働者の工会設立を支援、指導する事を妨害した者は，労働行政部門が是正命令を下し；是正を拒否した場合は，労働行政部門から郡（縣）クラス以上の人民政府に対し処理を依頼することが出来る；暴力、威嚇等の手段による妨害の末重大な結果を招き，犯罪事実を構成するものは，法により刑事責任が追及される。 

第五十一条 

本法の規定に違反して，法により職責を履行した工会業務従事者に対し正当な理由なく異動や報復措置を行った者には，労働行政部門から是正命令が下され，職場復帰がなされる；損失を蒙った者に対しては賠償される。 

法により職責を履行した工会業務従事者に対し侮辱、誹謗または身体への危害を加え，犯罪事実を構成するものは，法により刑事責任が追及される；犯罪にまで至らぬ場合は，公安機関が治安管理処罰条例の規定に基づき処罰する。 

第五十二条 

本法の規定に違反し，下記に当てはまる場合は，労働行政部門から是正命令が下されて職場復帰がなされ，労働契約解除期間中に得るべきであった報酬が補填されるか，本人の年収の倍額賠償の命令が下される： （一）労働者が工会の活動に参加し労働契約を解除された場合； （二）工会業務従事者が本法に定める職責を履行したため労働契約を解除された場合。 

第五十三条 

本法の規定に違反し，下記に当てはまる場合は，縣クラス以上の人民政府から是正命令が下され，法により処理される： 

（一）工会が組織する、労働者代表大会及びその他形式による法に基づく民主的権利の行使を妨害した場合； 

（二）工会組織に対し不法な取り潰しや合併を行った場合； 

（三）工会が労働者の公的負傷 ・ 死亡事故やその他労働者の合法的権益を侵害する問題の調査 ・ 処理を行う事を妨害した場合； 

（四）正当な理由なく対等な協議を行う事を拒否した場合。 

第五十四条 

本法第四十六条の規定に違反し，工会の経費や財産を侵害占有し返還を拒否した者に対し，工会は人民法院に提訴し，返還及び損害賠償を請求できる。 

第五十五条 

工会業務従事者が本法の規定に違反し，労働者や工会の権益に損害を与えた場合は，同クラスの工会または上級工会により是正命令または処分が下される；重大な違反者は，《中国工会章程》に照らし罷免される；損害を与えた場合は，賠償責任を負う；犯罪事実を構成するものは，法により刑事責任が追及される。 

第七章 付 則 

第五十六条 

中華全国総工会は，関連国家機関と共に行政機関工会が本法を実施するための具体的方法を制定するものとする。
第五十七条本法は公布日より施行される。 1950 年 6 月 29 日中央人民政府発布の《中華人民共和国工会法》は ,( 本法施行と ) 同時に廃止とする。
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